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堂、2011 年）5 頁以下、塩見淳「法的因果関係（2）」法教 380 号（2012 年）70 頁
以下、山中敬一『刑法総論〔第 3 版〕』（成文堂、2015 年）287 頁以下等。
4）　例えば、客観的帰属論の立場から危険の現実化に関する近時の裁判例を分析する
ものとして、山中敬一「近時の判例における「危険の現実化」論の展開」関法 68 巻
5 号（2019 年）1005 頁以下。
5）　例えば、井田良「刑法における因果関係論をめぐって：相当因果関係説から危険
の現実化へ」慶應法学 40 号（2018 年）2 頁では、これまで支持されてきた相当因
果関係説の立場から危険の現実化説への改説を明言されている。
6）　永井敏雄「判解」最判解刑事篇昭和 63 年 277 頁。












































































9）　島田総一郎「判批」平成 18 年度重判解（2007 年）157 頁、橋爪隆「危険の現実












り上げられる救急車事故事例もまさにその典型例といえる。A が B の胸をナ
イフで刺し、その刺し傷からの出血多量によって失血死した場合、因果関係を
10）　橋爪隆「危険の現実化としての因果関係（2）」法教 404 号（2014 年）93 頁、小
池信太郎「因果関係」法教 464 号（2019 年）96 頁。
11）　曽根威彦『刑法における結果帰属の理論』（成文堂、2012 年）1 頁以下が相当因
果関係説の構造が活発に議論される契機となったと位置付ける米兵ひき逃げ事件
（最決昭和 42 年 10 月 24 日刑集 21 巻 8 号 1116 頁）以前の文献によると、「行為後
の介在事情の事例」に関して、例えば、「行為者によって致命的ではない傷害を負っ
た被害者が、運ばれた病院で医師の治療ミスによって死亡した」事例（宮本英脩
『刑法大綱』（弘文堂、1935 年）62 頁、植松正『刑法総論』（青林書院、1958 年）
127 頁、大塚仁「因果関係の中断」木村亀二編『刑法（総論）』（青林書院、1960 年）








都法 61 巻 2 号（2021 年 1 月） 215












































なったのは周知の通り、いわゆる大阪南港事件（最決平成 2 年 11 月 20 日刑




















































































21）　A. ASHWORTH & J. HORDER, PRINCIPLES OF CRIMINAL LAW 105 （7th ed. 
2013）; SMITH & HOGAN’S CRIMINAL LAW 91 （14th ed. David Ormerod & Karl Laird 
2015）; Wayne R. LaFave, Substantial Criminal Law 630 （3rd ed. vol.1 2017）; Joshua 
Dresslar, Understanding Criminal Law174 （8th ed.2018）.
22）　イギリスおよびアメリカにおける事実的因果関係に関する議論の概略については、
里見聡瞭「イギリスにおける因果関係論に関する一考察」都法 59 巻２号（2019 年）
207 頁以下、同「判例法主義の国における因果関係論と日本の危険の現実化に関す
る一考察」都法 60 巻 2 号 192 頁以下参照。
23）　SMITH & HOGAN’S, supra note （21）, at 91-92
24）　例えば「常識を備えた人であれば見過ごすような最小限度の原因」である。A. 
ASHWORTH & J. HORDER, supra note （21）, at107. 邦訳は、田坂晶（訳）「Ａ・アシ

























25）　Wayne R.LaFave,supra note（21）, at 628.638; Joshua Dresslar, supra note（21）,at 
174 -175.
26）　Wayne R.LaFave,supra note（21）, at 630.
27）　理論の概要については里見・前掲注（22）227 頁以下、同・前掲注（22）204 頁
以下参照。









































































































29）　多和田隆史「判解」最判解刑事篇平成 18 年度 233 頁。
30）　例えば、橋爪・前掲注（10）92 頁。













































　トランク監禁事件や、いわゆる高速道路停止事件（最決平成 16 年 10 月 19
日刑集 58 巻 7 号 645 頁）のような場合、被告人の実行行為には「第三者等に
よる交通事故という結果の発生」の危険性が含まれると判断することは難しい
ことではない。しかし、例えば、A が B をナイフで刺し、B が病院に運ばれ治










































37）　Wayne R. LaFave, supra note （21）, at 658.



























39）　R. Anderson, Wharton’s Criminal Law and Procedure § 202 451 （12th ed. 1957）.
40）　Wright v. State, 374A.2d 824 （Del.1977）.
41）　State v. Surbauch, 237 W. Va. 242, 786 S.E2d 601 （2016）.



























43）　R v Jordan （1956） 40 Cr App R 152.



























45）　Per Lord Parker CJ, （1959）2 QB 35 at 42-43.
46）　R v Cheshire （1991）1 WLR 844.
47）　R v Cheshire （1991） 1 WLR 844, at 852.































昭和 42 年 10 月 24 日刑集 21 巻 8 号 1116 頁）と大阪南港事件（最決平成 2 年






















海老原震一「判解」最判解刑事篇昭和 42 年度 285 頁。
50）　小池・前掲注（10）99 頁。
51）　橋爪・前掲注（10）86 頁、93 頁。





















の午前 2 時頃、同ケージ内で C が繰り返し声を上げたことから、A がこれを
制止するために、被告人 B が就寝中に、C にタオルをくわえさせ、タオルの
両端をその後頭部付近で結んだ後に同ケージ内に入れた。その後、C は遷延性




B の弁護人は、A には監禁罪と暴行罪又は傷害致死罪が成立するが、B には監
禁罪しか成立しないと主張した。
























53）　R v Latif （1996） 2Cr App R 92, （1996） Crim LR 414.






















　被告人は平成 26 年 2 月 22 日頃、被告人方で覚せい剤を使用し、翌 23 日警
54）　CARD, CROSS&JONES, CRIMINAL LAW 64 （22th ed. R. Card 2016）.
55）　判旨で明示的に危険の現実化を用いた、いわゆる日航機ニアミス事件（最判平成




ら中の警察官 A および B に職務質問を受けた際、危険な走行でその場から逃




の電柱との間に A の右足を挟み、A の職務の執行を妨害するとともに、上記
暴行により A に加療 3 か月間を要する大腿動脈損傷等の傷害を負わせたとい
うものである。ただし、上記助手席側のドアは A と共に被告人を追跡してい
た警察官 C によって開けられたものであった。
　原審判決（東京地判平成 26 年 12 月 16 日判時 2296 号 145 頁）は「被告人






































































57）　SMITH & HOGAN’S, supra note（21）, at 98.
58）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （21）, at 109. 邦訳は、田坂・前掲注（24）
312 頁による。
59）　Ibid.
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できる理論である。
　ここまでのイギリスにおける考え方を用いて前述の日本の裁判例に当てはめ
てみると、次のようになる。まず C が助手席ドアを開けた行為が直接的に結
果に寄与しているが、被告人は最初に職務質問を受けた際、乗車したまま警察
官である A らから危険な走行で逃走しており、その後の事件現場となった路
上においても乗車したままでいたこと、そして、公務執行妨害等の現行犯人と
して逮捕するために助手席ドアを開けざるをなかったことを鑑みても、C の行
為は職務行為の一環といえる。さらに、仮に発進する可能性のある自動車のド
アを開けることはそれ自体危険性を有する行為であるとしても、C に上記のよ
うな介在行為に出る選択肢をとらざるをえない状況を被告人が作出したのであ
るから、介在行為の任意性の程度も低い。したがって、被告人による一連の無
謀運転行為とは別個独立の介在行為ということはできず、被害者の傷害結果は
被告人の結果発生の危険性を有する行為に起因するものとして因果関係は肯定
される 60）。
60）　被告人の行為によって介在行為者が結果の生じうる危険な行為にでざるをえない
状況に置かれたという点で被告人の行為による間接的な「危険の現実化」が認めら
れる。

